
阿賀野市告示第３５号  

 阿賀野市ひとり親家庭生活応援特別給付金支給事業実施要綱を次のように

定める。  

  令和７年２月２１日  

                    阿賀野市長 加 藤 博 幸   

 

   阿賀野市ひとり親家庭生活応援特別給付金支給事業実施要綱  

 （趣旨） 

第１条 この告示は、光熱費や食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特

に家計への影響が大きいひとり親家庭に対して支給する、阿賀野市ひとり親

家庭生活応援特別給付金に関し、必要な事項を定める。 

 （定義） 

第２条 阿賀野市ひとり親家庭生活応援特別給付金（以下「本給付金」という。）

は、前条の趣旨に基づき、阿賀野市（以下「市」という。）によって贈与さ

れる給付金をいう。 

 （支給対象者） 

第３条 本給付金の支給対象者は、令和６年１２月１３日（以下「基準日」と

いう。）において、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (１) 市から、児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶

養手当（以下「児童扶養手当」という。）の認定を受けている者（その

全額が支給停止されている者を除く。） 

 (２) 阿賀野市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平成１６年阿賀

野市条例第１２０号）に基づく医療費の助成（以下「ひとり親家庭医療

費助成」という。）を受けている者（当該条例の対象者である児童を除

く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、令和６年度阿賀野市住民税非課税世帯に対する

物価高騰対策等重点支援給付金支給事務実施要綱（令和７年阿賀野市告示第

１９号）に基づく給付金を受ける者及びその者と同一世帯に属する者は、対

象者としない。 

 （支給額） 

第４条 支給額は、支給対象者１人あたり３万円とし、対象児童（次条に掲げ

る者をいう。）１人につき、２万円を加算する。 

 （対象児童） 

第５条 本給付金の対象児童は、支給対象者に養育されている子であって、基
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準日から令和７年７月３１日までの間に次の各号のいずれかに該当する者

とする。  

 (１) 児童扶養手当額の算定要因となる児童 

 (２) ひとり親家庭医療費助成を受けている児童 

 （支給の方式） 

第６条 市長は、支給対象者に対し、本給付金の支給の申込みを行い、受給の

意向を確認した上で支給を決定する。この場合において、支給対象者は、支

給を希望しない場合、受給拒否の届出書（第１号様式）により受給の拒否を

届け出ることができる。 

２ 市長は、前項の支給決定後、次の各号に掲げる方式のいずれかにより、支

給対象者に対し速やかに本給付金を支給する。この場合において、第４号に

掲げる方式は、金融機関に口座を開設していないこと、その他第１号から第

３号までに掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。 

 (１) 児童扶養手当口座振込方式 本給付金の支給前月末時点において市

が把握する児童扶養手当振込時における指定口座に振り込む方式 

 (２) 児童手当法（昭和４６年法律第７３号）による児童手当口座振込方式 

本給付金の支給前月末時点において市が把握する児童手当振込時にお

ける指定口座に振り込む方式 

 (３) 指定口座振込方式 支給対象者が、前項の支給決定前までに、支給口

座登録等の届出書（第２号様式）を市に提出し、市が当該届出を受けた

口座に振り込む方式 

 (４) 窓口現金受領方式 支給対象者が、前項の支給決定前までに、支給口

座登録等の届出書（第２号様式）を市に提出し、市が窓口で現金を支給

する方式 

 （不当利得の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により本給付金の支給を受けた者に対

して、本給付金の返還を求める。 

 （受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第８条 本給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはなら

ない。 

 （その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 



１ この告示は、令和７年２月２１日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。  

 



 

 

 

 


